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研究成果の概要（和文）：　国立公園の計画と管理を、生物多様性、レクリエーション利用、経済効果、地域協
働などから多面的に評価し、その有効性を管理に生かす仕組みを提案することを目的とした。
　管理運営計画においては、将来目標がかかげられることが目指されているがその例は少ない。事例の分析か
ら、自然保護地域における持続的な観光には、関係者の議論の場が重要である。登山道のボランティアは、生き
がいや健康への効果を期待している。しかし、多面的な国立公園の効果は、一般市民も十分に認識されていると
は言いがたい。国立公園の管理有効性評価の指標案は、今後の計画・管理・運営の透明性の確保と、国民への説
明責任において活用できる。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to evaluate the planning and management of 
national parks from various perspectives like biodiversity, recreational use, economic effects, 
regional collaboration, etc., and to propose a framework to utilize its effectiveness in management.
In the management plan, there have been few examples to address regional future visions. From the 
case study, the place of discussion by stakeholders is important for sustainable tourism development
 in protected areas. Volunteers on mountain trails are expected to benefit their lives and health. 
However, general citizens have not recognized the effects of multifaceted values of national parks. 
The proposed draft of the management effectiveness evaluation indicators can be utilized in securing
 transparency of future planning, management and accountability of protected area management.

研究分野：造園学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 自然公園は、自然資源の生態的持続性、地
域社会の社会経済的持続性、観光レクリエー
ション体験の持続性の上に成り立っている。
特に COP10 以降は、生物多様性の保全と生
態系サービス供給の中核として期待されて
いる。 
 これまでの我が国の自然公園の区域指定
や公園計画の策定プロセスは、風致景観を重
視してきた。自然公園選定要領(昭和 27 年)
は、風景(景観の規模、自然性、変化度)、土
地、産業、利用、配置などを用件としている
ものの具体的な基準に面積以外は示されて
いない。境界の設置、区域の決定、特別地域
の選定や区分においても、「原生的」「重要な」
「特異な」景観の保護と維持を目標としてい
ることは分かるが、具体的に基準が示されて
おらず、実際の区域の設定と地種区分には土
地所有者の意向が強く働いていることが従
来より批判されてきた(愛甲・富所 2010)。 
 また、環境省のギャップ分析でも、希少な
動植物が分布している地域のすべてが保護
の対象になっていないことが判明している
(佐々木 2010)。COP10 の愛知目標には、
2020 年までに陸域で 17%、海域で 10%の自
然保護地域の拡大が盛り込まれた。しかし、
自然公園の拡張・新設を効果的に行うには、
これまでの景観重視の公園計画策定プロセ
スを見直し、生物多様性・レクリエーション
利用・経済効果・地域協働への有効性を反映
できる計画策定手法が必要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、国立公園の計画と管理を、生
物多様性、レクリエーション利用、経済効果、
地域協働などから多面的に評価し、その有効
性を管理に生かす仕組みを提案することを
目的とした。管理計画から管理運営計画と名
称があらためられ、将来目標をかかげること
を目指すようになった公園の管理計画書の
記述内容から現状を分析する。登山道の管理
を事例として、係わる市民の活動の動機から、
協働のあり方を考察する。自然環境を資源と
した観光が展開される地域のガバナンスに
ついて、事例にもとづき考察する。一般市民
が国立公園に期待する役割について把握す
る。さらに、諸外国の事例を分析し、自然保
護地域の管理の有効性を評価する指標を整
理し、それにもとづく管理のあり方を提案す
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 国立公園の管理計画書について、環境省の
地方環境事務所のホームページなどで入手
できる計画書（31 国立公園、58 地域、130 管
理計画区）を対象に、将来目標、基本方針で
の情報提供に関する記述、公園事業方針にお
ける各事業（歩道、園地、博物展示施設など）
の取扱方針内での記述を抽出し、分析した。 
 登山道の協働型管理の取り組みに参加す

るボランティアについて、大雪山国立公園と
アメリカのアディロンダック山岳会を対象
に、活動頻度や活動歴、活動の動機、場所へ
の愛着、活動・団体への関与、運営体制の評
価等について意識調査を行った。大雪山にお
いては 188 名に調査票の記入を依頼し、107
名より有効回答が得られた(58.0%)。アディ
ロンダックにおいては登山道整備作業の参
加者 35 名に調査票の記入を依頼した他、山
岳会の会員や過去の作業への参加者にイン
ターネット調査を行い、合計で 102 名より有
効回答が得られた。 
 自然公園のガバナンスについて、知床世界
自然遺産地域の半島部赤岩地区で行われた
着地型観光の試行における観光資源化プロ
セスと、そのプロセスの中で形成される地域
資源ガバナンスを分析した。遺産地域の管理
体系や国立公園管理などの地域資源保全政
策と地域関係者の相互関係、関係者の「知識」
と資源管理の関係に注目し、知床世界自然遺
産の管理に関する一連の会議の議事録や資
料、関係者のインタビューを基に考察した。 
 一般市民の国立公園に対する期待と、現状
でその役割を果たしていると思うかどうか
について、インターネット調査会社のモニタ
ーを対象にＷｅｂアンケート調査を実施し
た。調査は 2017 年 2 月に実施し、1223 名か
ら回答を得た。 
 自然保護地域の管理有効性評価の指標に
ついて、世界自然保護基金開発の手法を翻
訳・整理し、同様な方法で評価を実施したフ
ィンランドと台湾の事例も参考にして評価
指標の選定を行い、自然保護関係者および国
立公園の管理者を対象に聞き取り調査を実
施した。 
 
４．研究成果 
 管理計画書において将来目標が設定され
ていない国立公園が多いが、設定している管
理計画書では一部で情報提供に関する記述
が見られた。管理計画区ごとの基本方針にお 

 
図−１ 管理計画書の目標の記述 
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いては半数以上もの管理計画書で情報提供
に関する記述があった。 
 登山道の協働型管理にかかわるボランテ
ィアの作業内容は、登山道の清掃が最も頻繁
に行われていた。大雪山では登山道の点検 
や見まわり、登山者の案内・指導がより頻繁
に行われていたのに対し、アディロンダック
の回答者 は登山道整備やヤブ刈りのほか、
団体の運営により頻繁に関わっていた。ボラ
ンティアの動機は、主に自然環境への関心、
登山道の維持、自身の健康や楽しみ、野外体
験に関連したものであった。登山道整備ボラ
ンティアの動機は自然環境や登山道への関
心のみならず、活動によって得られる体験や
健康への便益にまで及ぶことが明らかとな
った。 

 
図−２ 登山道ボランティアの動機 

 
 観光における資源ガバナンス形成プロセ
スについて知床世界遺産地域での事例を基
に分析し、開発や管理に必要な多様な知識を
複数主体で活用することがガバナンス形成
では必要であること、そのための場の重要性
が示唆された。国立公園管理や世界自然遺産
管理は自然科学を中心とする限られた関係
者の持つ、限定された分野の知識によって問
題を解決できるが、着地型観光や観光まちづ
くりは、多様な関係者が持つ多様な知識を活
用して進められる。 
 一般市民は、我が国の国立公園の役割につ
いて、自然環境の保全、動植物の保護、文化
財の保護といった資源の保全を期待してい 

図−３ 必要な知識と関係者の多様性 
 
たが、地域経済の振興や観光産業などの経済
面への期待は少なく、レクリエーションやイ
ンバウンド観光も同様であった。その役割に
ついても、期待と同様な順で評価されており、
国立公園のレクリエーション利用・経済効
果・地域協働に対する認識は生物多様性にく
らべて低いことが明らかとなった。 

 
図−４ 国立公園の役割への期待と評価 
 
 保護地域の管理有効性評価とは、2000 年
に国際自然保護連合により提案され、背景・
計画・投資・プロセス・成果といった管理運
営の側面を複数の指標から得点化して達成
度を評価するものである。WWF(世界自然保
護基金)や世界銀行などが、具体的な評価手法
を開発している。これまで 100カ国以上が実
施し、東アジアでは韓国および台湾、中国が
実施済みである。保護地域管理国際認証制度
である IUCNグリーンリストの評価基準、自
然保護関係者および自然保護官の意見も参
考にして、我が国向けの評価指標群をまとめ
た。評価指標は、背景、計画、資金・人員、
プロセス、結果、成果に 6つに分類され、43
指標となった。自然保護官からは、これらの 
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表−１ 自然保護地域管理有効性評価指標案 
 
指標を用いて、各国立公園を評価するにはそ
の根拠となる資料やデータが不足している
ものも多いとの指摘があった。 
 管理計画が管理運営計画と改定され、地域
の将来目標がかかげられることが目指され
ているが実際にはまだその例は少ない。また、
自然保護地域を舞台とした観光の展開には、
場の重要性が指摘される。これらは管理有効
性評価でも評価の対象となっている項目で
ある。登山道のボランティアなどを通して、
自然環境への還元だけではなく、自身の生き
がいや健康への効果を期待する市民も少な
くない。多面的な国立公園の効果は、市民に
も十分に認識されているとは言いがたく、管
理有効性評価の活用などを通して、計画・管
理・運営の透明性を確保し、国民への説明責
任を果たしていくことが求められている。 
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